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１．はじめに 

地球温暖化抑制技術の一つとして，二酸

化炭素地中貯留技術（CCS : Carbon 
Dioxide Capture and Storage）が注目さ

れており，近年，世界各国で CO2 地中貯

留候補地域の検討や貯留可能量に関する

調査が進められている．これまで日本では，

田中ら 1）が石油・天然ガス基礎調査の地質

データに基づいて試算した貯留可能量（約

900 億 t- CO2）をベースに，RITE2）が新

たに取得された基礎調査などの地質デー

タならびに新たな知見を加味し，日本の地

下深部塩水層における CO2 貯留可能量の再評価を行い，1,461 億 t-CO2 の貯留可能量があるとしている．一

方，CCS の経済性を考慮した場合，排出源と貯留可能地域とのマッチングが重要で，特に輸送に係るコスト

が相対的に大きな割合を占める日本では 1)，排出源近傍地域において地中貯留の可能性を検討することが重要

である．しかし，わが国の排出源近傍地域の多くは内湾や沿岸域に位置し，過去に国による石油・天然ガス

基礎調査が実施されておらず，RITE2）の再評価では未検討地域となっていた。 
２．目的 

このため，（財）地球環境産業技術研究機構（RITE）では，CO2地中貯留技術研究開発の一環として 2006-08
年度に大規模排出源近傍地域の貯留可能性について調査を行った 3）（図 1）．貯留可能量の概算は，田中ら 1）

や RITE2）と同様の計算式（後述）を用いて実施した．しかし，各地域で計算に用いるパラメータの信頼度が

異なるため，算出された貯留可能量の推定精度を比較し，その違いの意味を検討する必要があった．ここで

は，現状での概算貯留可能量の評価基準の考え方とそれに基づく評価結果例を紹介する． 

３．貯留可能量の計算 

貯留可能量の計算には，RITE2）が提案した以下の式を用いた． 
Sf × A × h × φ × Sg ÷ BgCO2 × ρ ---------------------------------------------------------------- (1) 

ここで，Sf：貯留率，A：面積，h：有効層厚（貯留層の層厚×砂泥比），φ：孔隙率，Sg：超臨界 CO2飽和率，

BgCO2：温度と圧力から求まる CO2容積係数，ρ：常温常圧下の CO2密度である．貯留率 Sfは，CO2の浮力

の影響や水平方向の層相の不均一性を考慮した，地下深部塩水層の総孔隙体積に対して超臨界 CO2 を貯留す

る容積比率である．（1）式は，国際的に引用されている CSLF（Carbon Sequestration Leadership Forum）

4）や ATLAS5）で提唱されている貯留可能量の計算式と概ね同じ考え方で構成されている． 
キーワード CO2，CCS，貯留可能量，ボアホール探査，地震波探査，評価精度 
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　　　　　　　　　　　　　         　凡例

　　　　　　排出源近傍の検討地区
　　　　　　※「瀬戸内海」は大規模排出源に含まれるが､
　　　　　　　　これまで未検討のため検討地区に含む

図 1 排出源近傍の貯留可能性検討地区 3） 

（RITE 平成 18 年度報告書 3）より） 
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 図 2 データの質・量の評価結果   図 3 器と性能の評価精度 

４．評価基準の考え方 

評価基準では，データの種類・数に関する評価項目としてボーリングデータと反射法地震探査＋重力探査

データを，そして貯留層や遮蔽層の性能に関する項目として地層物性値データを取り上げ，３本柱としてデ

ータの質・量の評価を行った．これらの調査データに加え，器（貯留層構造）の推定精度を評価するために

ボーリング孔の深度，貯留層とボーリングデータの相対位置関係，貯留層の 3 次元的把握状態などの項目を，

また貯留性能・遮蔽性能の推定精度を評価するために浸透率，孔隙率や断層の浸透性，活動性などの項目を

設定して，データの質・量の評価とともに貯留可能量の総合的評価を行った 3，6）．  
５．検討結果例 

データの質・量に関する評価結果例を図 2 に示す．調査地域の地層物性値データが乏しいため，全体とし

てその推定精度が低い．これは，石油ガス調査など他の目的の調査結果を評価に引用しており，貯留可能性

評価目的で使用可能なボーリング数が少ないためである．ボーリングデータも反射法地震探査・重力探査デ

ータも豊富な地域では，データの有無から貯留層の構造を精度良く推定できる可能性があると考えられる．  
器の評価精度と遮蔽性能・貯留性能の評価精度の関係を図 3 に示す．円の大きさは算定された貯留可能量

を表す．図 2 同様，地層の物性値データが少ないため、全体的には遮蔽性能・貯留性能の評価精度が低い値

となっている．しかし，専門家が地質データを吟味し工学的に総合評価すれば，ボーリングデータが乏しい

地域でも貯留層構造や性能の評価精度を向上させることが出来る可能性を示している．  
６．まとめ 

貯留可能量の推定精度は，一般に得られた調査の種類やデータ量に依存することが多い．しかし，調査の

データ量が少ない地域においても，専門家が工学的な判断を加えて地質データを吟味することによりその質

を向上させることで，貯留可能範囲の評価精度を上げることが可能であると考えられる．ここで示した評価

基準は現状を概ね反映しており，今後技術の実証や操業のためのサイト選定に向けた調査を進めていくため

の評価基準を考える上で参考となる評価法と考えられる．今後圧入性能に関する調査，評価項目を追加する

ことで，より現実的な貯留可能量の評価を目指すのが適切であろう． 
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